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国際エネルギー機関
• Net Zero by 2050: （1.5℃シナリオでは）2021年以降、新
規の石油・ガス開発許可はゼロ、新規炭鉱・炭鉱拡張もゼロ。
Beyond projects already committed as of 2021, there are no new oil and gas 
fields approved for development in our pathway, and no new coal mines or 
mine extensions are required
•WEO 2021: ３つ全てのシナリオで原油需要減少
＜４つのアクションエリア＞
- 電力セクターの脱炭素化
- メタン削減
- エネルギー効率の向上
- エネルギー投資
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生産ギャップレポート

• 1.5℃ に整合する生産量の２倍が2030年
に計画されている
• 石油は少なくとも4%、ガスは少なくとも3
％毎年生産を減少させる必要があるが、こ
のままの計画でいくと毎年2％ずつ増産
• ネットゼロ宣言が相次いでいるが、化石燃
料の生産を縮小させていく具体的な計画が
まだ伴っていない

5出典：UNEP et al “Production Gap report 2021”
https://productiongap.org/2021report/
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G20諸国による化石燃料事業への公的支援の
額（2018～2020、年平均）



日本のGHG排出
2019年度総排出量：
12 億1,200 万トン (CO2換算)
・2013 年度 (14 億 1,000 万トン)
比14.0%減。
・2005 年度 (13 億 8,200 万トン)
比12.3%減少

減少の要因：
• 省エネ、電力の低炭素化など

2020年度速報値：
2020年度総排出量…11億4,900万トン（二
酸化炭素（CO2）換算）
（2013年度比18.4%減、2005年度比16.8%
減）

出典：環境省「2019 年度の温室効果ガス排出量(確報値)<概要>」、図：毎日新聞 7



石炭火力と原子力発電に依存する
日本のエネルギー政策
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• ⽇本の温室効果ガス削減⽬標：2030年までに2013年度⽐で
46％削減

• 2020年10⽉に菅⾸相が2050年までの「実質ゼロ」表明
• 2030年の電源構成は化⽯燃料が４割
• 第６次エネルギー基本計画では⽕⼒発電の「脱炭素化」・
アンモニアや⽔素の活⽤を強調

• 原発を脱炭素電源に位置付け

新設⼯事が進む横須賀⽯炭⽕⼒

図：朝日新聞



非効率石炭火力の削減
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出典：資源エネルギー庁 石炭火力検討ワーキンググループ「中間取りまとめ」



水素・アンモニア「夢の燃料？」
•燃焼時にGHGを出さない水素・アンモニアが新たな燃料として注
目されている。
•日本のエネルギー政策では、化石燃料に水素やアンモニアを混ぜ
ることで排出量を削減し、いずれは専燃にすることが目指されて
いる。
•一方、世界に流通する水素・アンモニアのほとんどが化石燃料か
ら作られている。
•輸入の際にもGHGが発生する。
•ブルー水素（CCS付きの施設で生成された水素）はガスをそのま
ま発電に使うより温室効果ガスを少なくとも２割以上多く排出す
るという研究も

10



原発と気候変動
•運転時に温室効果ガスを排出しない原発は「低炭素電源」とし
て気候変動対策に位置付ける国も。
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原発は気候変動に「適応」できない？
• 温暖化による熱波・海水温上昇によ
り、冷却水が不足し、原発の出力を
制限。

• アメリカではNRCが調査した約60
の原発のうち54は洪水リスクに晒
されていた（2017）

• 世界の原発の約9割は海岸沿いに位
置

• 地震のリスクは言われてきたが、今
後は巨大化する台風や海面上昇につ
いても対策が必要に
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気候危機に対応するため日本に必要なこと

•徹底した省エネ
•エネルギー部門の一刻も早い脱炭素化
• 省エネ
• 脱石炭（新設の中止、既存の早期廃止）
• 再エネへのシフトと電力システムの改革

•地産地消による排出の削減
• ライフスタイルの変革

•気候変動時代に対応した防災やシステムづくり
•社会の脱炭素化を促すための政策
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身近なライフスタイルの変革から
システムチェンジへ
•日本人の個人消費による排出量の平均は7.6tCO2。（参考：中国:4.2tCO2 インド: 2.0tCO2)
•住居・移動・食によるものが7割を占める
•特に電力を再エネに転換する、省エネ、肉食を抑える、車に乗
るのを控える等が削減につながる。

→私たちは再エネを選べるか？
→車以外の交通手段が困難な地域は？

社会全体のシステムと政策の転換もセットで行う必要がある
16出典：IGES「1.5℃ライフスタイル」https://www.iges.or.jp/en/pub/15-lifestyles/ja


